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日本鉄鋼業の原料入手システムと原料事情の変遷
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出所 :通産省鉱山石炭局 〔1971)『資源問題の展望 (1971)』通商
産業調査会,114ページ。
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で約 7割を占める。(21)これを貿易面からみると,中国 。米国 。ソ連が生産量
の大半を自国消費にまわしているため,世界総流通量は年間約 4億トン弱と






















































































輸出国 EC7 米  国 カナダ ソ  連
1987年88 87 88 87 88 87 88
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第二に, 日本鉄鋼業における原料コス トの比重は,戦前 。戦後を通 じて欧
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図7 主要資源輸入に占める開発輸入 と融資輸入の比率
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をつ くりだした原料事情 と原料政策を概観する。(61)それを通 して,日本型鉄
鋼原料入手システムがどのように形成され, また再編されてきたのか,そし
て今日どのような課題に直面 しているかを歴史的に明らかにする。
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インド ロ 東南アジア ロベル
チ リ 田 豪州 ロカナダ
口南アフリ歴lプラジル
60 65 70 80 90
出鉄 54 11927 569_585 180 9
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長期契約を締結 した(表9)。これらの開発は, コス ト競争力はもちろん,安
定確保の観点から,新しいインフラ整備を伴うものを優先するとともに,ソー
スの分散を図っている。豪州,カナダにそれぞれ5山ずつ,計10山に対 し,











経験 して,価格重視の原料政策はいっそうの厳 しさを増 していく。
1983年以降は,カナダ。豪州で新規開発された原料炭の出荷が始まった。
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1人当り生産量(T/人・年) 3,685 8,731 237%
豪 州
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1987      1988      1989     1990      1991     1992
/88`「    /89      /9o      /91      /92      /93
図 17 ス トライキによる労働損失 日数 (豪州クィーンズラン ド州十二ューサウス
ウェルズ州 )






のCIT(Coal lndustrial Tribual:石炭産業審判所)の裁定以降,本格化 し
ている。
第四に,仲裁機関の統合の動きがあげられる。石炭産業のCIT(Coal lndus‐










米国では,1992年にシェル・マイエング (全米 8位)がジーグラー社 (全
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Byron CreekEsso 1992.8 Corbin Creek
Srnoky 卜,Iclntyre 1987.3 個人資本


























強化をめざした「アオー ド・ リス トラクチュアリング (生産性向上をめざし
た労働協約の改革)」 が拡がる(98)なかで,労働組合に対する資本の攻勢が強

































































値下が り」といった形で運動 してきた。 しかしながら,1990年代半ばになる































































































































(21)日本鉄鋼連盟編 [1994]『鉄鋼統計要覧 (1994年版)』 日本鉄鋼連盟,151ページ。
(22)日本鉄鋼連盟 [1981,89]『鉄鋼界報』1981年8月 1・11日号,89年11月11日号。
(23)鋼材倶楽部編 [1980]前掲書,27～28ペー ジ。














111ページ,および田部二郎/根本恒治/鎌田 勲 [1981]前掲鼎談, 8ベージ。
(36)同上の論文,鼎談などにもみられる。
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